
主要施策名：（１）健康づくりの推進

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

511-2 狂犬病予防事業 環境整備課

511-3 防疫事業 環境整備課

514-2 自殺対策推進事業 総合福祉課

514-3 岱明ふれあい健康センター管理運営事業 保健予防課

514-4
横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」運営管理
事業

保健予防課

514-7 保健センター管理運営事業 保健予防課

（１）保健活動の拡充 511-6 フッ化物洗口事業 保健予防課

（３）食育の推進 513-1 食育推進事業 保健予防課

（２）健康な体づくり 512-1 健康増進事業 保健予防課

511-7 がん検診事業 保健予防課

511-8 レディース検診事業（乳がん・子宮頸がん） 保健予防課

（３）食育の推進 513-2 食生活改善推進員協議会事業 保健予防課

事務事業本数：12

（１）保健活動の拡充

（４）保健・医療体制
の充実

（１）保健活動の拡充

⑤健康で安心な
福祉づくり

（１）健康づくりの
推進
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 狂犬病予防事業
所管課 環境整備課

作成者（担当者） 坂田　拓哉

事務事業コード 511-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

□ 該当施策区分 （１）保健活動の拡充

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 狂犬病予防法、玉名市犬の登録等事務処理要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

狂犬病予防法に基づき、狂犬病発生及び蔓延を防ぐため、飼い犬の登録管理及び狂犬病の予防注射が飼い主に義
務付けられている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

飼い犬及びその飼い主。

意図
（どのような状態にしたいか）

狂犬病予防注射により、狂犬病の発生及び蔓延を防ぐ。また、飼い犬の登録を行うことにより、行方不明犬の保護や
咬傷事故等の確認を行うことで、公衆衛生の向上及び公共の福祉の増進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・4月、5月、11月に熊本県獣医師会有明支部と連携し、各地区を巡回し
狂犬病予防集合注射を行う（注射料金2,800円、注射済証交付料500
円、登録手数料3,000円）。
・野犬の苦情に対応し、有明保健所と連携し捕獲業務を行う。
・飼犬を登録管理し、行方不明犬の保護や咬傷事故等に対応する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 狂犬病予防集合注射業務

② 犬の登録業務

③ 野犬捕獲業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 698 780

0

小　　　　計 500 554 701 780 0

一般財源 500 554 3 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.87 0.87 0.82 0.82

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 5,630 5,318 5,191 5,288

小　　　　計 5,130 4,764 4,490 4,508

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

狂犬病予防集合注射業務
市内各地区を巡回し集合注射
を行う。

集合注射件数 件 2584 1649 1048 1500

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

203 240 200

野犬捕獲業務
狂犬病予防法に基づき檻等を使用
し野犬を捕獲する。

苦情処理出動回数 回 150 132 130 150

犬の登録業務 飼犬の登録管理を行う。 新規登録数 件 210

5,288

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 3 5 4

R03年度予算

対象（ 集合注射件数 2200 1649 1048 1500

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 5,630 5,318 5,191

140.50% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 79.35% （↓） 65.11% （↓）

100 100 100

81.0 77.5 72.8
1 狂犬病予防注射率 注射済犬数／登録犬数 ％

100

2

＊成果未達成時の理由
コロナで春期集団注射を中止した以外にも、犬の状態で注射を控える理由のほか、国内での狂犬病の発症が長らくないことが、注
射率低下につながっていると思われる。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 13.45

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和2年度は厚生労働省通達もあり、新型コロナウイルス蔓延防止のため春期集団注射を中止し、秋期は実施したものの、注
射率の落ち込みが大きかった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

従来の市広報や案内葉書、獣医師会のみならず、開業獣医、ペットショップ、ホームセンター等を通じ、飼犬登録と狂犬病予防
注射を周知し、注射率の向上を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

狂犬病の発生を防止するためには、継続して予防注射の必要性を啓発していく必要がる。また、野犬や行方不明犬の相談が依然として多
数あることから、犬の登録と適正飼育を啓発し、有明保健所と連携・協力して捜索、捕獲等を行う必要がある。																						
																						
																						

評価責任者

塚本　昭広

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 4 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 防疫事業
所管課 環境整備課

作成者（担当者） 坂田　拓哉

事務事業コード 511-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

□ 該当施策区分 （１）保健活動の拡充

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

行政区の自主的な防疫活動を支援し、衛生的な環境維持、感染症を予防する。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

水系には害がなく、蚊の幼虫などの成長を抑制する薬を行政区に配布したり、消毒噴霧器の個人や団体への貸出し
を行うことによって不快害虫の発生を抑制し市民生活の公衆衛生の向上に努める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・流れの悪くなった側溝などに撒く消毒剤を希望の行政区へ配布し、害
虫発生を抑制する。
・希望者に屋内消毒機を貸出すことで害虫発生を抑制する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 側溝用害虫駆除剤配布事業

② 屋内消毒機貸出業務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,539 1,514 1,638 1,776 0

一般財源 1,539 1,514 1,638 1,776

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.12 0.12 0.12 0.12

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 2,247 2,171 2,295 2,436

小　　　　計 708 657 657 660

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

■

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

側溝用害虫駆除剤配布事
業

消毒剤を配布し害虫発生を防
ぐ。

配布袋数 個 118 86 100 100

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

6 6 6屋内消毒機貸出業務
噴霧器を貸出し害虫発生を防
ぐ。

貸出し可能台数 台 6

2,436

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 2,247 2,171 2,295

93.31% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 102.66% （↑） 93.89% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 側溝用消毒剤配布率

年間に申請された数に対し、配布した
数の割合

％
100

100 100 100

100 100 100
2 屋内消毒機(噴霧器)貸出率

年間に市民又は行政区等に申請され
た数に対し、貸し出した割合

％
100

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

設定が困難。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

害虫発生に備え、駆除剤保管、機材整備に努めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

機材貸出は、ニーズの減少、家庭向け衛生サービス、駆除剤市場の充実を考慮し、令和３年度をもって終了し、令和４年度以
降は、主に災害時対策用として、防疫体制を維持する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

屋内消毒機の貸し出しや、やぶ蚊発生を防止する薬剤を配布することで、公衆衛生の向上が図られている。消防団による地区内家屋の
屋内消毒を行っている地区もあることから事業継続の必要がある。																						
																						
																						

評価責任者

塚本　昭広

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 自殺対策推進事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 関　哲也

事務事業コード 514-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

■ 該当施策区分 （４）保健・医療体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 自殺対策基本法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市障がい福祉計画、市自殺対策計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

全国で毎年20,000人以上の方が自殺をしている状況を受けて、本市においても自殺予防対策を推進する必要があ
る。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

対面型相談支援事業を実施し、臨床心理士による相談会を毎月行い、自殺の原因となる要因について、多方面に
渡って対応し自殺を未然に防ぐ。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H21 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
①対面型相談支援事業を実施し、臨床心理士による相談会を毎月行
う。
②広報等を通じて、事業啓発を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 自殺予防相談会業務

② 自殺予防啓発事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 90 167 121 178 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 181 335 264 357 0

一般財源 91 168 143 179

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.40 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,950 2,525 1,359 1,456

小　　　　計 1,769 2,190 1,095 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

自殺予防相談会業務
臨床心理士による相談会を実
施する。

相談会実施回数 回 16 16 16 16

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

3 3 2自殺予防啓発事業 広報紙等で啓発を行う。 啓発実施回数 回 1

1,456

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,950 2,525 1,359

92.44% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 76.62% （↓） 184.36% （↑）

32 32 32

21 19 28
1 臨床心理士相談件数 臨床心理士による相談件数 件

32

2

＊成果未達成時の理由 関係各課でも類似の相談事業が行われているため、達成に至らなかった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担がなじまないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

自殺予防啓発事業として、写真展(玉南中、岱明中)を継続して開催し、教育委員会からの依頼により、講演会(玉南中、岱明
中、築山小)を実施した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

相談会業務は相談件数が増加傾向にあり、また、予防のためには継続的な啓発が必要であることから、事業として現状のま
ま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
臨床心理士による相談件数は月に２～３件であるが、若年層において自殺傾向にあるので、地道に事
業継続していく必要がある。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 5 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 岱明ふれあい健康センター管理運営事業
所管課 保健予防課

作成者（担当者） 坂村　息吹

事務事業コード 514-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

■ 該当施策区分 （４）保健・医療体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市岱明ふれあい健康センター条例、同条例施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市公共施設長期整備計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

保健及び福祉の活動の拠点として、住民の健康保持及び福祉の増進を図るため、施設を適切に管理運営していく必
要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

指定管理者による施設の効果的な管理及び運用を行い、施設の利用者が増加することで、健康の保持及び福祉の
増進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 指定管理

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・運営状況等に関する把握及び指定管理者である社会福祉法人玉名
市社会福祉協議会への指導及び助言
・リスク分担に基づき施設の修繕等を実施

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 岱明ふれあい健康センター指定管理業務

② 岱明ふれあい健康センター維持管理業務

③

21,600 67,100 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 3,916 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 15,440 50,100 31,205 30,012 30,012

受益者負担 0 0 0 0

1,661

小　　　　計 77,019 154,440 37,004 31,673 31,673

一般財源 39,979 33,324 5,799 1,661

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.30 0.50 0.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 78,198 156,083 39,742 34,422

小　　　　計 1,179 1,643 2,738 2,749

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

■

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

岱明ふれあい健康センター
指定管理業務

指定管理者による施設の管理
運営を行う。

開館日数 日 308 307 272 272

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1 6 6
岱明ふれあい健康センター
維持管理業務

指定管理者との協定に基づき市が
施設の修繕等を行う。

修繕件数 件 ２

34,422

対象１単位あたりのコスト（千円） 2 3 1 1

R03年度予算

対象（ 入館（利用者）者数 49397 51928 44967 44967

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 78,198 156,083 39,742

115.46% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 52.67% （↓） 340.10% （↑）

160 169 146

160 169 165
1 1日平均入館者数 入館者数÷開館日 人

174

2

＊成果未達成時の理由
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止措置により1年間カラオケ、調理室を利用禁止にしているため。また、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響
で例年行っている特定健康診査が実施できなかったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

指定管理のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

公共施設配置計画に基づき、施設の保全を計画的に進める。令和2年度は水道ポンプ修繕を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

築26年が経過しており、修繕が発生していくことが予想される。発生する修繕に随時対応しつつ、適切な維持管理を目指す。
令和5年度の指定管理更新において現在の社会福祉協議会から民間企業への指定管理変更を予定している。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
公共施設配置計画に基づき、また、施設の保全を計画的に進めながら、岱明地区のふれあいの場とし
て、現状のまま事業を継続する。施設の老朽化による補修を行い、指定管理者である社会福祉協議会
と今後の運用の工夫に取り組んでいく。

評価責任者

木村　隆宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 5 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」運営管理事業
所管課 保健予防課

作成者（担当者） 坂村　息吹

事務事業コード 514-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

■ 該当施策区分 （４）保健・医療体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」条例、同施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市公共施設長期整備計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

「健康で明るいまちづくり」をめざす本市の地域保健福祉の拠点として、広く市民の保健予防福祉活動を推進し、市民
の健康の保持及び増進、福祉の充実並びに交流を促進するため、施設を適切に管理運営していく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

指定管理者による安心して利用できる施設を目指すほか、利用者の健康増進と地域保健福祉の拠点とする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 指定管理

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・運営状況等に関する把握及び指定管理者である社会福祉法人玉名
市社会福祉協議会への助言及び提案
・リスク分担に基づき施設の修繕等を実施
・空調改修のための設計委託、本体工事の実施

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」指定管理業務

② 横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」維持管理業務

③ 横島総合保健センター「ゆとりーむ」空調設備改修事業

9,200 49,000 52,500 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 6,355 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 6,930 31,516 61,933 15 15

受益者負担 0 0 0 0

47,849

小　　　　計 66,376 131,631 126,240 47,864 47,864

一般財源 50,246 51,115 5,452 47,849

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.25 0.50 0.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 67,260 133,000 128,978 50,613

小　　　　計 884 1,369 2,738 2,749

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」
指定管理業務

指定管理による施設の管理を
行う

開館日数 日 335 336 301 301

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

7 ４ ４

横島総合保健センター「ゆとりーむ」空調
設備改修事業

空調改修のための設計委託、
本体工事を行う

設計・工事件数 件 1 1 ２ ０

横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」
維持管理業務

指定管理者との協定に基づき市が
施設の修繕等を行う

修繕件数 件 6

50,613

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 1 1 1

R03年度予算

対象（ 交流センター、トレーニングセンター利用者数 135246 129923 93863 93863

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 67,260 133,000 128,978

254.83% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 48.58% （↓） 74.50% （↓）

402 386 279

403 386 311
1

交流センター、トレーニングセンター1日平
均入館者数

入館者数÷開館日数 人
407

51 47 35

51 47 39
2 保健福祉センター1日平均利用者数 入館者数÷開館日数 人

61

＊成果未達成時の理由
令和2年度は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止措置により、カラオケ、調理室の利用を禁止しているため。また、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染
症の影響で例年行っている特定健康診査を実施できなかったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

指定管理のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

照明・空調等改修工事（第5期）が完了した。また、利用者の安全に関わる排煙窓の修繕や営業に関わる東側サウナ室張替修
繕を実施した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止措置による利用人数の低下がみられ、Ｒ3年度も大きく影響がでるものと思われる。利用者の安
全を最大限に確保しつつ、施設の営業を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
公共施設配置計画に基づき、また、施設の保全を計画的に進めながら、横島地区のふれあいの場として、現状のまま、事業を継続する。
老朽化による損耗が目立ってきており、指定管理者である社会福祉協議会と協議しながら、利用者の安全を第一に優先順位を決めなが
ら、補修を行っていく。

評価責任者

木村　隆宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 1 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 保健センター管理運営事業
所管課 保健予防課

作成者（担当者） 坂村　息吹

事務事業コード 514-7 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

■ 該当施策区分 （４）保健・医療体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市保健センター条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

「健康で明るいまちづくり」をめざす本市の地域保健の拠点として、広く市民の保健予防活動を推進し、市民の健康の
保持及び増進を促進するための施設を、適切に管理運営するため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

利用者が安心して利用できる施設を目指し、市民の健康増進の拠点とする。
地域保健の拠点として施設を適正に管理運営し、市民サービスの向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ30 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
修繕や工事により施設の適正な維持管理を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 保健センター管理運営事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

3,386

小　　　　計 5,618 3,168 3,583 3,386 3,386

一般財源 5,618 3,168 3,583 3,386

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.20 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 6,502 4,263 5,773 5,585

小　　　　計 884 1,095 2,190 2,199

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

保健センター管理運営事
業

光熱水費・修繕・委託・
工事などにより保健センターの維持管理を行う 修繕・工事等件数 件 12 ８ 5 5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

5,585

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 0 1 0

R03年度予算

対象（ 入館者数（利用者数） 10892 10822 7462 0

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 6,502 4,263 5,773

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 151.54% （↑） 50.92% （↓）

46 46 31

45 46 31
1 1日平均入館者数 入館者数÷開館日 人

44

2

＊成果未達成時の理由
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止により令和2年度は調理室の利用を禁止しているため。また、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響で例年
行っている特定健康診査を実施できなかったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

施設の維持管理

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

H30より保健衛生総務費から保健センター管理運営事業を分けて、維持管理費用を算出できるようにしている。
公用車のタイヤ交換や自動ﾄﾞｱの部品取替修繕を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

保健センターは築30年を超えており、突発的な修繕が発生しているが、利用者の安全や影響が大きい修繕から優先的に対応
し、施設の維持管理を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
乳幼児や妊婦の方が施設を利用するためより慎重に危険度、損耗状況から優先順位を決めて補修を
行っていく。また市町合併時からの課題と思われる、執務室のスペース不足が今般のコロナ禍により浮
き彫りとなっており、密集回避のための方策を検討したい。

評価責任者

木村　隆宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】
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【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 フッ化物洗口事業
所管課 保健予防課

作成者（担当者） 髙田　伊代

事務事業コード 511-6 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

□ 該当施策区分 （１）保健活動の拡充

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 熊本県歯及び口腔の健康づくり推進条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市子ども・子育て支援事業計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

歯及び口腔の健康づくりが、全身の健康に重要な役割を果たすため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

保育園・幼稚園の年中・年長児、小中学校の児童・生徒

意図
（どのような状態にしたいか）

むし歯予防に効果的なフッ化物洗口を行い、第1大臼歯や乳歯・または永久歯の歯質を強化することで、良質な歯及
び口腔にすること。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

年度初めに各保育園・幼稚園・小中学校で保護者から申込み（希望の
確認）を取った後、実施計画書と指示書を提出してもらう。保健予防課
からは物品の準備・配布と年度初回時に職員が出向き、実施支援を行
う。その後は各園・各小中学校で主体的に実施する。新規に導入する
園に対しては、園医や保健予防課スタッフによる職員説明会・保護者
説明会を実施する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① フッ化物洗口事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,230 1,252 1,074 1,432 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,766 2,816 1,277 1,617 0

一般財源 1,536 1,564 203 185

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.56 0.28 0.41 0.41

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,192 1,345

0.40 0.40

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 6,068 4,349 4,302 4,660

小　　　　計 3,302 1,533 3,025 3,043

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

フッ化物洗口事業
年中児・年長児は週５回、児童・生徒は週1回
フッ化物洗口液を使用し1分間ぷくぷくうがいを
行う。

フッ化物洗口実施者数 人 5205 5161 5264 5833

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

4,660

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 1 1

R03年度予算

対象（ 保育園、幼稚園の年中・年長児、小中学校児童・生徒 5859 5800 5750 5833

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 6,068 4,349 4,302

93.65% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 138.12% （↑） 100.22% （↑）

100 100 100

96.3 93.6 93.0
1

保育園・幼稚園・認定こども園・小中学校の
フッ化物洗口実施率

フッ化物洗口事業実施施設の数/保育園・幼稚園・認定子
ども園・小中学校の数 ％

100

0.87 0.74 0.70

0.77 0.77 0.84
2 12歳児の一人平均むし歯数 12歳児における一人平均むし歯数 本

0.70

＊成果未達成時の理由
未実施の園に対しては働きかけを行ったが実施には至らなかった。4歳頃から永久歯が生えそろう中学校卒業まで行えば、フッ化
物洗口をしない場合と比べ、むし歯を約半分に減らせると言われており、長期的に実施することで、結果が伴ってくると思われる。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

　当初の計画である全園のフッ化物洗口導入は達成できなかったが、未実施の園に対しては働きかけを行った。
　新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえながら安心して実施ができるよう、校長会に参加し、コロナ禍でのフッ化物洗口実
施の注意点等の説明を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

　全園のフッ化物洗口導入は困難であるため、実施している園と小中学校でのフッ化物洗口申込者数の増加を目標に、継続
支援を行っていく。
　コロナ禍での実施となるため、園や小中学校側の意見を取り入れながら、安全・安心な実施を基本とし、保護者や教員の理
解が得られるよう各園、学校に働きかけていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
導入できていない園へ、継続して支援を行っていくとともに、実施している園や学校の実施対象者が増
加するよう、コロナ禍での適切な実施体制を調整し、関係者の理解・協力を得ていく。また、この事業の
効果判断を、全国の統計等と比較しながら、検証していきたい。

評価責任者

木村　隆宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 8

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 食育推進事業
所管課 保健予防課

作成者（担当者） 中原　彩　

事務事業コード 513-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

□ 該当施策区分 （３）食育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 食育基本法、 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 第3次玉名市食育推進計画、熊本県食育推進計画、玉名市子ども・子育て支援事業計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

あらゆる年代層で朝食欠食や不規則な食事時間、偏った食事内容等、食生活の乱れにより生活習慣病が増加してい
る。また食の外部化が進み、家族と食卓を囲む機会が減少し、孤食等も増加している。豊かな食生活を送ることは、
生涯を通じての生活の質に大きく影響するため食育の推進が重要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、食育関係者、関係団体

意図
（どのような状態にしたいか）

食育の関係機関と連携を図り、子どもから大人まで市民一人ひとりが、健全な食生活を送るために食に関する知識や
理解を高めながら食べる力・生きる力を身につける事ができる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H20 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
「第3次玉名市食育推進計画」に基づき、総合的な食育の推進を図る。
市民参加によるたまな健康食育フェア実行委員会を組織し、健康・食育
啓発を目的に「たまな健康食育フェア」を開催している。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① たまな健康食育フェア実行委員会

② たまな健康食育フェア開催業務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

981

小　　　　計 988 954 202 981 981

一般財源 988 954 202 981

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.04 0.77 0.35 0.35

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 7,120 5,171 2,119 2,905

小　　　　計 6,132 4,217 1,917 1,924

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

たまな健康食育フェア実行
委員会

会議を開催し、計画の進行管理や
事業の検討を行う。

会議開催回数 回 ４ ３ 1 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

１ 0 1
たまな健康食育フェア開催
業務

たまな食育フェア等を開催し「食」
の重要性を伝える。

たまな食育フェア開催
回数

回 １

2,905

対象１単位あたりのコスト（千円） 25 22 141 29

R03年度予算

対象（ フェア実行委員会参加者数・食育講演会参加者数 280 240 15 100

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 7,120 5,171 2,119

486.29% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 118.02% （↑） 15.25% （↓）

180 180 50

180 180 0
1 食育講演会参加者数

たまな食育フェア時の食育講演会の参
加者数

人
200

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染拡大によりフェア開催中止となったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
c

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルス感染拡大のため、不特定多数の人が集まるフェアは開催できなかった（実施方法については再検討中）。
実行委員会を行い関係団体のフェアに向けての活動を共有し広報等で活動の周知を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

コロナ禍の状況や市の厳しい財政状況を踏まえ、大勢の人が集まるフェアという形にこだわらず、それぞれの分野での食育を
進めながら、他の手法でのポピュレーションを考えていく必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
第３次食育推進計画に沿って事業実施しているが、健康食育フェアについては、新型コロナ感染状況
を踏まえ、実施方法について検討が必要である。

評価責任者

木村　隆宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 9

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 健康増進事業
所管課 保健予防課

作成者（担当者） 日吉　章

事務事業コード 512-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

□ 該当施策区分 （２）健康な体づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 健康増進法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 健康たまな２１ 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

生活習慣病の予防は重要な課題であり、若い世代からその予防に取り組むことが必要となる。そのためには、食につ
いての正しい知識や運動の習慣化が効果的であり、実践・継続のためには人と人のつながりを強化し、互いに支えあ
い、地域の健康課題を考える場など社会環境整備も求められているため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

・生活保護受給者(生保健診、生保肝炎健診)、人間ドック受診者（歯周病検診、骨粗鬆検診）、40歳以上の特定健診
受診者（肝炎検査）等

意図
（どのような状態にしたいか）

生活習慣病予防のために、食についての正しい知識や運動の習慣化に取り組むための学習の場を提供することで生
活習慣病を予防する。また、市民と関係機関・行政が連携を図り、協働で健康づくりの現状・課題・目標・対策について
共有し、市民主体の健康づくりに取り組む。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・生活保護受給者への健診、人間ドックの歯周病検診等の補助を行
う。
・特定健診が保険者に義務付けられたため、人間ドックなど国保会計
で行う健康増進に関する業務のうち、特定健診以外の経費の繰出しを
行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 健康診査等業務

② 国保会計への繰出金業務（人間ドックオプション分等）

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 731 452 776 860 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 12,046 12,779 11,091 15,666 0

一般財源 11,315 12,327 10,315 14,806

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.54 0.29 0.43 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 15,230 14,367 13,446 16,765

小　　　　計 3,184 1,588 2,355 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

■

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

健康診査等業務
特定健診受診者に肝炎検査の
補助を行う。

肝炎ウイルス検査受診
者数

人 39 32 1 58

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

929 697 899
国保会計への繰出金業務（人間ドックオ
プション分等）

人間ドック受診者への補助のうち、特定健診以
外の経費の繰出しを行う。 受診者数 人 940

16,765

対象１単位あたりのコスト（千円） 16 15 19 19

R03年度予算

対象（ 受診者数 940 929 697 899

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 15,230 14,367 13,446

103.45% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 104.77% （↑） 80.17% （↓）

50 50 50

39 32 1
1 肝炎ウイルス検査受診者数 検査受診者数（集団、個別） 人

50

10 10 10

4 3 2
2 健康診査（生保）受診者数 集団健診の健康診査（生保）受診者数 人

10

＊成果未達成時の理由
肝炎検査は新型コロナウイルスクラスターにより中止のため。
生保健診は集団健診が中止となり、代替検診を用意したが、受診控えが起こったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

肝炎検査は新型コロナウイルスクラスターにより中止のため、受診者数がほぼなしとなった。
生保健診は集団健診が中止となり、代替検診を用意したが、受診者数は大幅減となった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

R３年度は新型コロナウイルス蔓延もあって、困難な検診環境になることが予想され、受診控えが懸念される。受診勧奨によ
り、受診率低下を最小限に留めつつ、検診を推進していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
コロナ禍により検診実施が困難な状況となっている。コロナ禍による検診機会の減少を最小限に抑え
つつ、着実に検診を実施していく。

評価責任者

木村　隆宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 がん検診事業
所管課 保健予防課

作成者（担当者） 日吉　章

事務事業コード 511-7 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

□ 該当施策区分 （１）保健活動の拡充

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 健康増進法、がん対策基本法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 県がん対策推進計画、健康たまな２１ 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

がんは、全国的に昭和56年から死因の第1位で、総死亡者数の約3割を占める。本市でも、がんが1位で死因の2割強
を占め65歳未満の若い世代では死因の3割に達しており、若い世代の早世予防が早急な課題である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

玉名市在住の40歳以上の住民（子宮頸がん検診については20歳以上の女性、乳がん検診については30歳以上の女
性）

意図
（どのような状態にしたいか）

市民が、死因上位のがん予防の必要性を認識し、がん検診を受け早期発見・早期治療につなげる。特に若い世代の
検診受診率を向上させ、若くしてがんで亡くなる人の割合を減らす。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

胃がん、子宮頸がん、乳がん、大腸がん、肺がん、腹部超音波、前立
腺の検診を行う。各自治区へ委託医療機関より検診車が出向き、特定
健診と同時に複合健診を行う。子宮頸がんについては、医療機関での
検診も行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① がん検診事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 53,780 53,481 39,578 56,772 0

一般財源 53,780 53,481 39,578 56,772

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.62 0.50 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 263 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 57,436 56,219 41,221 58,421

小　　　　計 3,656 2,738 1,643 1,649

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

がん検診事業
対象者に健診希望調査を行
い、受診券を発送する。

健診希望調査発送数 人 49592 49267 49008 48662

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

58,421

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 1 1

R03年度予算

対象（ 健診希望調査発送数 49592 49267 49008 48662

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 57,436 56,219 41,221

70.06% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 101.50% （↑） 135.67% （↑）

30 15 15

10.7 9.8 7.2
1 検診受診率(胃）

29年度から計算方法を変更　受診者数
÷がん検診対象者

％
30

30 15 15

10.0 9.8 9.2
2 検診受診率(大腸）

29年度から計算方法を変更　受診者数
÷がん検診対象者

％
30

＊成果未達成時の理由 新型コロナによる集団検診の中止、および受診控えによる受診者の減少。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルスクラスターにより７、８月の集団健診が中止となったが、代替措置として2～3月に追加実施を行い、また、
肺がん検診については10、11月の巡回検診と併せて実施したことで、受診率の減少を最小限に収めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

R３年度は集団健診の4会場のうち３会場が、集団接種の会場と同一であり、新型コロナウイルス蔓延もあって極めて困難な検
診環境になることが予想されるため、コロナ禍におおいても集団検診が実施できるよう、健診会場での蜜を避ける取り組み
や、指定時間外受診の禁止など、最大限の感染防止措置を行いつつ検診を実施していく。
また、コロナ禍による受診控えを防止するために、受診券に同封物を封入し周知を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
コロナ禍により検診実施が困難な状況となっている。コロナ禍による検診機会の減少を最小限に抑え
つつ、着実に検診を実施していく。

評価責任者

木村　隆宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 レディース検診事業（乳がん・子宮頸がん）
所管課 保健予防課

作成者（担当者） 日吉　章

事務事業コード 511-8 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

□ 該当施策区分 （１）保健活動の拡充

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 健康増進法、がん対策基本法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 健康たまな２１ 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

女性のがんは、近年若い世代の罹患率、死亡率が上昇しているが、受診率が低く、がんによる死亡者を減少させるた
めには、早期発見・早期治療が不可欠である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

乳がん:40歳の女性、子宮頸がん:20歳の女性

意図
（どのような状態にしたいか）

無料クーポン券を活用することで受診率を向上させ、乳がんと子宮頸がんの早期発見・早期治療を図り、がんで亡く
なる人の割合を減らす。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H21 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
対象者にクーポン券と検診手帳を交付して女性特有のがん（子宮頸が
ん・乳がん）検診の案内を行う。集団健診や委託医療機関（乳がん、子
宮頸がんとも3医療機関に委託）で無料で受診する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① レディース検診事業（乳がん・子宮頸がん）

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 218 196 281 192 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,727 1,248 1,312 1,733 0

一般財源 1,509 1,052 1,031 1,541

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 66 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 2,906 2,343 1,860 2,283

小　　　　計 1,179 1,095 548 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

レディース検診事業（乳がん・
子宮頸がん）

対象者に無料クーポン券を送付
し、検診費用を負担する。

クーポン券交付人数 人 673 664 673 669

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2,283

対象１単位あたりのコスト（千円） 4 4 3 3

R03年度予算

対象（ クーポン券交付人数 673 664 673 669

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 2,906 2,343 1,860

80.99% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 122.37% （↑） 127.68% （↑）

50 20 20

13.33 13.55 16
1 レディース検診受診率（子宮頸がん）

クーポン対象者の受診率＝受診者÷
クーポン対象者

％
50

50 35 35

32.68 29.51 29.2
2 レディース検診受診率（乳がん）

ク－ポン対象者の受診率＝受診者÷
クーポン対象者

％
50

＊成果未達成時の理由 新型コロナ拡大による影響により集団検診を中止したため、受診率が伸び悩んだ。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルスクラスターにより集団健診が中止となったが、代替措置として2～3月に追加実施を行い、また、併せて受
診勧奨を行うことで、受診率の減少を最小限に収めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

R３年度は新型コロナウイルス蔓延もあって、困難な検診環境になることが予想され、受診控えが懸念される。受診勧奨によ
り、受診率低下を最小限に留めつつ、検診を推進していく。特に新型コロナによる受診控えを防止するために、受診券にチラシ
を同封するなどで周知を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
コロナ禍により検診実施が困難な状況となっている。コロナ禍による検診機会の減少を最小限に抑え
つつ、着実に検診を実施していく。

評価責任者

木村　隆宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 14

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 食生活改善推進員協議会事業
所管課 保健予防課

作成者（担当者） 中原　彩

事務事業コード 513-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進

□ 該当施策区分 （３）食育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 食育基本法、市食生活改善推進員の養成及び育成に関する要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 第3次市食育推進計画、玉名市子ども・子育て支援事業計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

食事の不適切な摂取や運動不足による生活習慣病が増加している。若い世代の調理技術の低下もみられるなど食
生活は、個人及び地域特有の食習慣の影響も大きく、住民自らの取り組みが必要であることから、その支援を行政に
求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、食生活改善推進員

意図
（どのような状態にしたいか）

食生活改善推進員が、食を中心とした健康づくりを地域へ普及・推進することができ、地域での活動が増える。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
市民の健康づくりを地域へ普及・推進するための活動を委託する。地
域で食生活改善や食育活動ができるよう、推進員を対象に学習会を開
催するにあたり、一定の人的支援を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 食生活改善推進員協議会支援業務

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

1,090

小　　　　計 2,080 1,698 73 1,090 1,090

一般財源 2,080 1,698 73 1,090

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.10 0.71 0.21 0.21

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 433 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 8,566 5,586 1,223 2,244

小　　　　計 6,486 3,888 1,150 1,154

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】
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【15】

【16】

【18】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

食生活改善推進員協議会
支援業務

総会、研修会、学習会を開催し、推
進員の活動を支援する。

研修会等延べ参加者
数

人 424 403 26 78

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2,244

対象１単位あたりのコスト（千円） 4 3 3 5

R03年度予算

対象（ 食生活推進員の活動参加者数 2200 2200 420 420

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 8,566 5,586 1,223

54.50% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 153.35% （↑） 87.20% （↓）

170 160 149

169 160 149
1 食生活改善推進員数 加入者数 人

170

2100 1500 20

2,032 1894 11
2 食生活改善推進員地域活動回数

成人病予防や男性料理教室、災害食
の講習会などの活動回数

回
2100

＊成果未達成時の理由
会員の高齢化が会員数減少の大きな要因と考えられる。
新型コロナコロナウイルス感染拡大により、活動が制限されたため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
c

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

関係機関との連携などにより多くの活動を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大により、そのほとんどを行えなかっ
た。集団での調理や会食が多い事業のため今まで通りの活動や研修を行えなかった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

コロナ禍でも活動が行えるよう、感染予防を徹底した上で、活動内容を見直し少人数で調理や会食なしでもできる活動に切り
替える必要がある。調理はせずに、講話や配布をメインに活動を継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
新型コロナウイルス感染症により、ほとんど地域活動は実施できなかった。会員の高齢化、若い世代
の価値観・ニーズと内容が合致していない等あり、会員数増加が難しく現行体制を縮小統合しながら事
業継続を図る。

評価責任者

木村　隆宏

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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